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この施策の目標は、プランを着実に実施するため実施状況を把握する際の指標として主要な

項目について設定しました。これらの目標を達成するため、取組を推進していきます。

Ⅰ 安心して妊娠・出産し、ゆとりをもって子どもを育てられる環境づくり

目標項目 現状（基準年度） 目標（Ｒ６年度） 備考

１
１０代の人工妊娠中絶実施率

（２０歳未満女子人口千対）

３．８

（Ｈ３０年度）
減少を目指します

２

公立学校における学校内外の

機関等で相談・指導等を受け

ていない不登校児童生徒の

割合

３７．８％

（Ｈ３０年度）
減少を目指します

３ 公立高等学校の中退率
１．３１％

（Ｈ３０年度）
減少を目指します

４

公立小学校における職業に直

接かかわる体験活動（職場見

学等）の実施割合

１００％

（Ｈ３０年度）

全ての学校での実

施を継続します

※ 政 令 市 を

除く

５

職場体験・インターンシップ

を実施している公立学校の割

合

中学校 ９８．１％

高 校 ８７．３％

（Ｈ３０年度）

中学校全ての学校

での実施を目指し

ます

高校での実施率の

増加を目指します

※ 政 令 市 を

除く

６
子ども参観日キャンペーン参

加団体（企業等）

２６団体

（Ｈ３０年度）
増加を目指します

７
若年者の就労支援施設を通じ

て就職した正規雇用者の割合

４４．６%

（Ｈ３０年度）
増加を目指します

８
子育て世代包括支援センター

を設置した市町村数

２９市町村

（Ｈ３０年度）
全市町村

９
妊娠１１週以下（初期）の妊
娠の届出率

９３．３％
（Ｈ２８年度）

９５.０％

１０ 周産期母子医療センターの数
１２箇所

（Ｈ３０年度）
１３箇所

第第６章 施施策策推推進進のの目目標

１ 施策推進の目標
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目標項目 現状（基準年度） 目標（Ｒ６年度） 備考

１１
新生児死亡率・乳児死亡率
（出生千対）

新生児 ０．９

乳 児 ２．０

（Ｈ２９年度）

減少を目指します

１２
子どもの生活・学習支援事業

実施市町村数

５市

（Ｒ元年度）
１０市

※政令・中核市

除く

１３
自立支援教育訓練給付金受給

者数

８６人

（Ｈ３０年度）
１００人

※政令・中核市

除く

１４
高等職業訓練促進給付金受給

者数

１９１人

（Ｈ３０年度）
２３０人

※政令・中核市

除く

１５
ひとり親支援施策に関する協

議の場の設置
実績なし

モデル事業のため

の地域指定

１６
日常生活支援事業実施市町村

数

６市

（Ｒ元年度）
１０市

※政令・中核市

除く

１７
子育て短期支援事業実施市町

村数

１８市

（Ｒ元年度）
２３市

※政令・中核市

除く

１８
仕事と生活の両立が図られて

いると感じる家庭の割合

６６．６％

（Ｒ元年度）
８０.０％

１９

積極的に育児をしている父親

の割合

３・４か月児健診（健康相談）時

１歳６カ月児健診時

３歳児健診時

６２．０％

５９．６％

５４．５％

（Ｈ２９年度）

全て

７０．０％

Ⅱ 子どもが愛情に包まれて健やかに成長し、自立できる環境づくり

目標項目 現状（基準年度） 目標（Ｒ６年度） 備考

２０
１歳６か月児健康診査・

３歳児健康診査の受診率

１歳６か月児健診

９６．６％

３歳児健診

９３．７％

（Ｈ３０年度）

増加を目指します

２１

１歳６ヶ月児健康診査・

３歳児健康診査の未受診児の

状況把握

１歳６か月児健診

８７．３％

３歳児健診

８４．８％

（Ｈ３０年度）

１歳６か月児健診

１００％

３歳児健診

１００％
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目標項目 現状（基準年度） 目標（Ｒ６年度） 備考

２２

幼稚園等や市町村の研修会へ

の幼児教育アドバイザー派遣

件数

４９件

（Ｈ３０年度）
増加を目指します

２３
主体的に授業改善に取り
組んだ学校の割合

小学校 ２８．６％
中学校 ２３．３％
（Ｈ３０年度）

小学校 １００％

中学校 １００％

※政令市を

除く

２４
小学校における新体力テスト
（８種目８０点満点）の
平均点

４９．２点
（Ｈ３０年度）

５０．０点

２５ 児童虐待による死亡事例
１件

（Ｈ３０年度）
０件

２６
養育支援訪問事業の実施市町
村数

３５市町村
（Ｈ３０年度）

全市町村

２７
市町村子ども家庭総合支援
拠点の設置数

９市

（Ｈ３０年度）
全市町村

２８ 里親等委託率
２７．９％

（Ｈ３０年度）
３４．８％

※政令市を

除く

２９ ファミリーホームの設置数
１８か所

（Ｈ３０年度末）
２８か所

３０ 施設の小規模化の実施状況
２０施設

（Ｈ３０年度末）
全施設

（２７施設）

３１ 自立援助ホームの設置数
１４か所

（Ｈ３０年度末）
１７か所

３２
児童養護施設の子どもの進学
率（中学校卒業後）

９０．８％

（Ｈ３０．５．１）

県全体の高等学校
等進学率に近づけ
ます

３３
児童養護施設の子どもの進学
率（高等学校卒業後）

２５．０％

（Ｈ３０．５．１）
増加を目指します

３４
生活保護世帯に属する子ども

の高等学校等進学率

８９．０％
(Ｈ３０年３月卒業生)

県全体の高等学校

等進学率に近づけ

ます

３５
生活保護世帯に属する子ども

の高等学校等中退率

４．５％

（Ｈ２９年度）
減少を目指します

３６
生活保護世帯に属する子ども

の大学等進学率

３２．９％

(Ｈ３０年３月卒業生)
増加を目指します
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目標項目 現状（基準年度） 目標（Ｒ６年度） 備考
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目標項目 現状（基準年度） 目標（Ｒ６年度） 備考

３７
短期入所事業所数（障害のあ
る子どもを受け入れる事業
所）

１１４事業所
（Ｈ３１．４.１）

増加を目指します

３８
放課後等デイサービス事業所
数

６１３事業所

（Ｈ３１．４.１）
増加を目指します

３９ 児童発達支援センター数
３８事業所

（Ｈ３１．４.１）
増加を目指します

４０ 児童発達支援事業所数
３４０事業所

（Ｈ３１．４.１）
増加を目指します

４１
幼小中高の個別の指導計画
作成率

９７．０％
（Ｒ元年度）

１００％

４２
幼小中高の個別の教育支援
計画作成率

９３．３％
（Ｒ元年度）

１００％

４３
特別支援学校高等部本科卒業
生の就職希望者の就職率

９５．３％

（Ｈ３０年度）

９２．５％以上の

維持を目指します

４４
療育支援を実施している
保育所等の数

１０２か所
（Ｈ３０年度）

増加を目指します

Ⅲ 地域全体で、子育てを応援し、子どもを守る環境づくり

目標項目 現状（基準年度） 目標（Ｒ６年度） 備考

４５

希望した時期に希望した保育

サービスを利用することがで

きた家庭の割合

６９．９％

（Ｒ元年度）
８０．０％

４６ 保育所等定員数
１２１，１５７人

（Ｈ３１.４．１）
１４９，６１３人

４７ 保育所等待機児童数
１，０２０人

（Ｈ３１.４．１）

０人

(Ｒ３．４．１

以降)

４８
県内指定保育士養成施設卒業
生の県内保育所等への就職率

５７％

（Ｈ３１．４.Ⅰ）
増加を目指します

４９
ちば保育士・保育所支援セン
ターにおけるマッチング数

１７８人
（Ｈ３０年度）

増加を目指します

５０
民間保育所等で従事する常勤
保育士の平均勤続年数

３年９ヵ月

（Ｈ３０．４.１）
増加を目指します
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目標項目 現状（基準年度） 目標（Ｒ６年度） 備考

５１ 延長保育事業実施数
１，０１３か所

（Ｈ３０年度）
１，７７３か所

５２ 一時預かり事業実施数
５００か所

（Ｈ３０年度）
６１２か所

５３ 休日保育実施か所数
４９か所

（Ｈ３０年度）
４９か所

５４ 病児保育事業実施数
１７５か所

（Ｈ３０年度）
２４３か所

５５ 小規模保育事業所定員数
５，０００人

（Ｈ３１.４．１）
１０，５０２人

５６
ファミリー・サポート・セン
ター設置市町村数

３２市町
（Ｈ３０年度）

３４市町

５７ 地域子育て支援拠点設置数
３２４か所

（Ｈ３０年度）
３６２か所

５８ 利用者支援事業実施数
１１５事業

（Ｈ３０年度）
１６３事業

５９ 放課後児童クラブ数
１，２２９か所
（Ｒ１．５．１）

１,３２８か所

６０
放課後児童クラブの利用を希
望するが利用できない児童数
（待機児童数）

１，５７６人

（Ｒ１．５．１）
解消を目指します

６１
放課後児童支援員認定資格研
修修了者数（県実施）

４，５９４人

(Ｒ元年度までの

累計)

１，７００人

(Ｒ２～Ｒ６累計)

６２
放課後児童支援員等資質向上
研修修了者数

延べ１，１２０人

（Ｒ元年度）
延べ１,４００人

６３
放課後子供教室がカバーする

小学校の割合

３９．７％

（Ｈ３０年度）
増加を目指します

６４
「子育て応援！チーパス事
業」協賛店舗数

７，８２６店
（Ｈ３１.４．１）

１０，５００店

（Ｒ７．４.１）

６５
ちばバリアフリーマップ掲載
施設数

１，７９３施設
（Ｈ３０年度）

２，１８０施設

６６
子どもを生み育てやすいと感
じる家庭の割合（子育て環境
に対する満足度）

７９．９％

（Ｒ元年度）
８０．０％以上
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目標項目 現状（基準年度） 目標（Ｒ６年度） 備考

６７
子育てを楽しいと感じる家庭
の割合

７１．１％

（Ｒ元年度）
８０．０％

６８ 地域福祉フォーラム設置数
３５５か所

（Ｒ元年度見込み）
４５５か所

６９
地域学校協働本部が整備され
た小中学校の割合

３８．７％
（Ｒ元年度）

※全国５０．５％

全国平均以上を

目指します


